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　奨学金と学費を考える
　　　　　　　　　　　　　北海道学費と奨学金を考える会インクル

元代表　藤　島　和　也
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さいごに

はじめに
私は奨学金を研究するため、２０１１年に北海道大学の大学院に入学した。

奨学金を研究しようと思ったのは、私自身が奨学金を利用していたから
だ。
私は北海道の道東（場合によっては道北に含まれる）地方にある、興部

町という人口４０００人の小さな町の出身だ。１０歳の頃に両親が離婚をして、
母子家庭になった。家には経済的な余裕がなかったため、大学に進学する
ときは奨学金を利用した。進学後は札幌で一人暮らしをする必要があった
ため、奨学金で足りない分はアルバイトで補った。やっとの思いで大学を
卒業した頃には、これまで使った奨学金の借金が利子込みで約６００万円
残っていた。
２０代前半で数百万円の借金を背負うことは途方もないことに思えた。　
こんな大金を本当に返せるのだろうか。もし返せなければ自分は一体どう
なるのだろうか。奨学金を借りたのは自己責任の問題なのか。なぜ奨学金
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を借りなければ卒業できないくらい大学の学費が高いのだろうか。当時は
そうした疑問が尽きなかった。
そうした疑問に対する答えや手がかりのようなものを求めて、大学院の

門を叩いた。
大学院で研究中、ふとしたことから奨学金の社会問題に取り組む若手弁

護士と知り合い、意見交換をするようになった。２０１３年４月には北海道学
費と奨学金を考える会インクルを立ち上げて若手弁護士と一緒に市民活動
をすることになった。会の活動は札幌を中心に奨学金の返済で困っている
人へ情報提供や法律相談を行うこと、依頼を受けて各種講演活動すること
だった。
研究や活動をする中で感じたのは、近年、奨学金制度が大規模に拡充さ

れたことを受けて、大学の学費負担のあり方や卒業後の学生の将来に、こ
れまでになかった新たな問題が生じているということだった。
結論を先取りして言うと、日本の学費負担を支えてきた「親負担主義」

というルールが、学費の高騰や家計の限界、奨学金制度の拡充の要因に
よって一部で通用しなくなっている現状を目の当たりにしたのだった。
「親負担主義」にとって代わって現れたのは、学生自身が奨学金を借りるこ
とや、それでも足りない分はアルバイトをすることによって学費を負担す
る、新しい学費負担のあり方だった。しかし、このあり方は学生自身に大
きなリスクを背負わせることになった。私は親の学費負担能力の限界に
よって、代わりに学生自身が学費負担の主体になることを学費負担の学生
化と呼んでいる。
この論文では私が活動する中で考えた「親負担主義」の限界や、学費負

担の学生化について、力不足であるかもしれないが説明をしたいと思う。
そして現状の学費のあり方や奨学金のあり方に対して、微力ながら貢献が
できればと思っている。
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１　奨学金制度の有利子化と拡充
学費の「親負担主義」規範が変容した背景には奨学金制度の拡充がある。

まずは奨学金が拡充した背景を確認したい。
日本の公的奨学金制度である日本学生支援機構（旧育英会）の奨学金は、

１９８０年代から１９９０年代を境にして制度の大幅な拡充を図った。そのため、
それ以前の奨学金制度と、それ以後では同じ奨学金でも性格に大きな違い
がある。
そもそも現在の奨学金制度の原型となるものは１９４３年につくられた大日

本育英会であった。『日本育英会史　育英奨学事業６０年の軌跡』によれば、
創設当初の奨学金が目指していたものは、「家庭が経済的に恵まれない英
才に対して、学費を貸与することで国民学校（当時の義務教育）から中等
教育への進学を保障すること」だった。
日本の奨学金の骨格である、貸与制、家計への援助、一定の成績要件な

どの要件はこの時期の奨学金制度によって作られた。そして、奨学金の財
源は政府からの借り入れを極力少なくして、将来的には独立した事業とし
て展開することが目指された。
１９５３年になると、大日本育英会法が改正され、新たに日本育英会法が公
布、施行された。法改正後は、大日本育英会の奨学金事業を基本的に引き
継ぎつつも、業務方法書の充実や免除職制度の導入（教員・研究職などの
特定職に一定期間従事した者の返還を免除するがされる）など、奨学金事
務の発展・多様化が図られるようになった。
この時期の奨学金には以下のような特徴がある。
一つは、無利子の貸与制であり、学生に無利息で学資を貸し与えること

によって将来の返済に配慮した制度設計になっている。二つ目は、育英的
性格である。育英とは優れた才能を持つものを育てることで、能力主義的
な性格を持つ。この時期の奨学金は能力はあるが、経済的に進学が困難な
青年を対象にしているという点で能力主義的側面が経済的必要性よりも優
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先されているという特徴を持つ。三つ目は免除職制度である。特定の職に
就けば奨学金の返済は免除された。これは条件付きの給付型奨学金と言え
るもので、この時期の奨学金には部分的に給付制が採用されていたという
特徴がある。
奨学金の有利子化
しかし、こうした特徴は１９８０年以降、大きく変わってしまう。奨学金の

有利子化が進み、育英的性格は薄れ、免除職制度は廃止されてしまうのだ。
１９８１年になると当時の内閣による行政改革の流れによって奨学金性制度
の性格が変容した。『日本育英会５０年史』によれば、この時期に政府や大蔵
省から、奨学金制度は事業効率化を求められた。その要求内容とは、①奨
学金事業の有利子化、②外部資金の導入、③免除職制度の撤廃、④育英奨
学金の量的拡充などであった。
そうした流れを受けて１９８４年になると日本育英会法が全面改正された。

その結果、これまでの奨学金は第一種奨学金と名前を変えた。そして、財
政投融資資金という外部資金によって運用される有利子奨学金（第二種奨
学金）が導入されることとなったのである。これまで無利子のみで貸与さ
れていた奨学金制度に、新たに有利子がつけ加わることになった。
これ以降、有利子奨学金制度の拡充の流れが進められることになる。
１９９９年には通称「きぼう２１プラン」が実施された。「きぼう２１プラン」と
は、１９８１年に作られた有利子奨学金の量的拡充策である。既存の有利子奨
学金に対して、財政投融資債という外部資金を新たな財源として付け加え
ることで量的な拡充が図られることになった。
育英的性格の変容と利用額の高額化
「きぼう２１プラン」で拡充された第二種奨学金は、第一種奨学金と異なり
成績要件が比較的緩くなっている。第一種奨学金では高校成績が３．５以上
となっているところ、第二種奨学金では平均以上の学生とされている。第
二種奨学金では従来までの無利子奨学金（第一種奨学金）に見られた、育
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英的性格は薄くなっている。また、家計の年収上限も無利子奨学金に比べ
て高めに設定されている。家計の年収上限も、第一種奨学金では８５４万円
であるところ、第二種総額金では１１７０万円となっている。
このように、第二種奨学金は第一種奨学金にあった育英的性格を薄めら

れている。そして家計の年収上限も第一種奨学金に比べて緩く設定されて
いるので、少数の英才に限られていた制度からより多くの学生を対象とす
る仕組みと変化した。
また、第一種奨学金と第二種奨学金では利用できる金額が異なる。
第一種奨学金の利用額は定額である。利用できる額は５種類あり、国公

立大学に通っているか、私立大学に通っているかによって異なる。その中
でさらに、自宅から通っているかアパートなど自宅以外から通っているか
で利用できる金額が異なる。ただし月額３００００円ならば国立・私立や居住の
区別なく借りることができる。詳しくは図１を参照されたい。それに対
し、第二種奨学金は選択制であり、学生は月額３万、５万、８万、１０万、
１２万円の中から必要な額を選ぶことができる。
第一種奨学金では、借り手の将来の返済が高額にならないようにある一

定額以上の返済額にならない制度設計になっていた。しかし、第二種奨学
金は最大で月額１２万円の利用ができるようになっている。こうした急激な
利用額の高額化は返済の場面で大きな問題を生むことになる。その問題に
ついては後で再び取り上げることになる。

図１　奨学金の利用額

※日本学生支援機構HPより筆者作成

第二種奨学金条件第一種奨学金条件

月額　　３００００円選択月額　　４５０００円国立・自宅

月額　　５００００円選択月額　　５１０００円国立・自宅外

月額　　８００００円選択月額　　５４０００円私立・自宅

月額　１０００００円選択月額　　６４０００円私立・自宅外

月額　１２００００円選択月額　　３００００円共通



134

奨学金制度の拡充の推移　制度の主流が無利子から有利子へ
ここまで述べてきた奨学金の拡充政策を、具体的な数字で追ってみよ

う。
第二種奨学金が誕生したのは１９８１年である。この年における第一種・第

二種奨学金のそれぞれの事業規模は、第一種奨学金（無利子）が約７５０億円
なのに対して、第二種奨学金は約３４億円だった。
ところが、１９９９年に「きぼう２１プラン」によって有利子奨学金の拡充路
線が定まると、奨学金の主流が第一種奨学金から有利子の第二種奨学金へ
と急速にシフトする。
１９９９年には第一種奨学金の事業は２１２１億円で、第二種奨学金は１６６０億円
だった。制度の主流はいまだ第一種奨学金である。しかし。そのすぐ３年
後の２００２年には両者が逆転する。２００２年の事業額は、無利子奨学金が２２８６
億円で有利子奨学金が２４４６億円である。そして、これ以降、奨学金制度は
第二種奨学金が主流となっていく。
詳しくは下図を参考にされたい。

図２　奨学金の事業額の推移
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第二種奨学金の事業額は２０１３年には９０７０億円となり、事業額のピークを
迎える。しかし、その後、第二種奨学金の見直しや無利子奨学金制度拡充
の声があったため、２０１６年現在では第二種奨学金の事業額は７８９６億円で、
第一種奨学金の事業額が３２５８億円である。近年は第一種奨学金の事業額が
伸びるという傾向がある。
免除職制度の廃止　独立行政法人日本学生支援機構への移行
２００４年になると、日本育英会は留学生支援などを行う４団体と統合をさ
れ、新たに独立行政法人日本学生支援機構へと以降することになる。
それに伴い、奨学金制度にも大きな変化が訪れた。
その一つが免除職制度の撤廃である。２００４年に育英会が日本学生支援機

構へ移行すると同時に、奨学金事業の量的拡大・効率化を図る観点から、
免除職制度が廃止されることとなった。その代わり、大学院生の中で、特
に優れた業績をあげた者に対する返還免除が作られることとなった。
もう一つ、大きな変化として督促体制の強化があげられる。１９９９年の

「きぼう２１プラン」によって、奨学金の利用者は爆発的に増えた。しかしそ
の結果として、回収が困難な延滞債権も膨れ上がることとなった。
１９８４年には約４７億円だった延滞額は、２００３年には累積で約４４０億円に達
した。こうした延滞問題は、独立行政法人へ移行する際の議論でも主要な
課題として取り上げられていた。そのため、独立行政法人への移行と同時
に、１．早期督促の実施、２．民間の債権回収会社への業務委託による回収
の強化、３．法的督促措置の強化が図られることになった。
以上のように、日本学生支援機構（旧育英会）の奨学金制度は、１９９０年

代から大規模拡充を図り、その性格を大きく変化させてきた。そして、奨
学金が量的に拡充され、多くの学生に利用可能になったことは、学費負担
のあり方を大きく変えることになった。
次に、奨学金制度が拡充された時期の大学の学費や、学生の進学状況に

ついて検討したい。
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２　学費の高騰と私立大学中心の日本の大学　
学費の急騰
国立大学が「安い」という意見をよく耳にする。私が北海道学費と奨学

金を考える会インクルの活動で、給付型奨学金の創設を求める請願のため
の署名活動をしていた時、通行人の中の一人から「そんなに学費で苦労す
るんだったら、学生は学費の高い私立なんかに行かないで学費の安い国立
に行けばいいんじゃないの」と言われたことがある。大学の学費を扱う活
動なら珍しくない話だ。
果たしてその人は国立大学の学費をどれくらいだと考えていたのか。今

となっては確かめる術はない。しかし、国際的に言えば、日本の国立大学
の学費は高いと言われている。
OECDの調査によれば、日本はチリ、アメリカ、韓国などに並び世界で

最も国立大学の学費が高い水準にある。日本の中でも学費が高いと評され
る国であるアメリカはOECDの分類によると「諸外国に比べて授業料が高
く、公的経済支援が比較的整っている」国に分類される。それに対し日本
は「諸外国に比べて授業料が高く、公的経済支援に乏しい」国に分類され
る。日本の国立大学は学費が高いと言えそうだ。
確かに、国立大学の学費が安い時代はあった。
１９６９年、この年の国立大学の授業料は年間１万２０００円だった。月額１０００
円の時代である。しかし、国立大学の授業料が安い時代は長くは続かな
かった。国立大学の授業料は１９７８年には１４万４４００円となり、初めて十万円
台の大台にのってしまう。９年後の１９８７年には授業料が３０万円となり、わ
ずか９年間のうちに授業料が約倍増してしまう。
その後、２００５年の国立大学法人化により大学の授業料が５３万５８００円に固

定されて２０１６年現在に至っている。
一方、私立大学の授業料である。
１９６９年時点の私立大学の一年間の授業料は８万４０００円だった。これは、
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当時の国立大学の７倍の金額だった。その後も、私立大学の授業料は国立
大学を上回り続ける。１９７９年には３２万円、１９８８年には現在の国立大学の授
業料水準である５３万９０００円台に到達する。２０１４年時点では約８６万になって
いる。
さらにいうと私立大学は授業料に加えて、施設管理費などの名目で事実

上の授業料を負担する必要がある。２０１４年時点の施設管理費の全国平均額
は約１８万６０００円である。そのため、実際には授業料の平均総額は１００万円
を超えている。これは国立大学の約２倍の水準である。

私立大学中心の大学
日本の国立大学は世界的に見ても高い水準にある。私立大学はその国立

大学よりも約２倍の授業料が必要である。これだけでも、日本の大学は学
費の高さは厳しいものがあるが、授業料を考える際の大きな問題として国
立大学と私立大学の学生数が大きく違うことが挙げられる。
矢野（２０１１）によれば、日本の大学政策は国立大学が、公的財政支援を

背景に大学教育の質を担ってきた。それに対して私立大学は、家計からの
私費負担によって財政基盤を確保し、大学教育の量を担うという構造に
なっている。こうした構造が形作られたのは、男子学生の進学率が１５％を

図３　大学の授業料の推移
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超える、いわゆる「大学の大衆化」時代を迎えた１９６０年代のことである。統
計データをみれば、私立大学が大学生の受け皿になっているという構造は
現在にもそのまま引き継がれていることがわかる。
文部科学省の行う学校基本調査（図５、６、７）によれば、大学進学率

が１５％を超えた１９６３年には、国公立大学の合計は１０６校、私立大学が１６４校
であった。当時の大学生数は約７９万人である。
その後、１９７５年には大学進学率が３８．４％（男子４３．６％、女子３２．９％）ま
で急激に伸び、大学生数も約１７２万と大きく増えた。１２年間で約２．２倍の増
加である。進学率が急上昇したこの時期に、大学の数はどれだけ増えたか
というと、国公立大学は１９６３年の１０６校から１９７５年の１１５校へとわずかに微
増した。それに対し私立大学は１９６３年の１６４校から１９７２年の３０５校へと２倍
近く増加していることがわかる。大学の種別ごとに増加した学生数は、国
公立大学が約１６万人であるが、私立大学は約７８万人である。このように見
ると、新たに進学が可能になった学生の約８割が私立大学へと吸収された
のがわかる。
現在はどのようになっているのか。
２０１４年時点における大学生数は約２８０万人である。そのうち国公立大学
の学生が７６万人で、私立大学の学生が２０９万人である。７割以上が私立大
学生ということになる。学校数でいうと、７８１校ある大学のうち、６０３校が
私立大学である。私立大学の数が国公立大学の数を大きく上回っている。
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授業料負担の観点から考えると、大学生の７割が私立大学に通っている
ということは、それだけ多くの学生やその親が年間１００万円以上の学費負
担を強いられているということである。裏返すと、国公立大学の入学枠は
私立大学に比べて小さすぎるため、多くの人が公的な財政支援の投入によ
る（比較的）低額の授業料の恩恵にはあずかれていないことになる。
家庭に経済的余裕がない学生は、日本の大学の高学費体質が生む問題に

ダイレクトに直面せざるをえない。現在、そうした問題に直面する学生は
着実に増えている。

図４　国・公・私立大学数の推移
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図５　大学生数の推移
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３　親負担主義の限界
日本の大学の学費は、国立大学も私立大学も、戦後右肩上がりで急上昇

を続けた。しかし、家計はそれと比例して成長したわけではない。むし
ろ、家計は長引く経済停滞で平成１０年をピークに年々減少傾向である。
家計はこれまで日本の教育制度が経験したこともないような高負担と、

厳しい家計事情を背景にして子どもの学費負担に対処することを迫られて
いる。
親負担が限界に達しているという兆しは、日本学生支援機構の学生生活

調査から見てとることができる。
仕送りの減少と奨学金の増加
学生生活調査を通年比較すると、近年の傾向として、家庭からの仕送り

割合の減少と奨学金の割合の増加が同時に起こっていることがわかる。
図６のように、１９９０年時点では、学生の年間収入（約１８１万円　学費含む）

において、家庭からの仕送りが７２．４％、アルバイトが２１．３％、奨学金が
５．８％、その他が０．５％である。
奨学金の５．８％を金額に直すと、１０万円になり低い値となるが、これは学

生生活調査が奨学金を利用していない学生も含まれているため値が低く出
ることが原因である。

しかし２００２年になると家庭からの仕送りが減少を始める。それと奨学金
の割合が伸びる。これは「きぼう２１プラン」によって有利子奨学金が拡充
された影響によるものと思われる。
２００２年の学生の年間収入（２２３万　学費含む）では、家庭からの仕送りの

図６　１９９０年　学生の年間収入の内訳

奨学金アルバイト仕送り

１０万円３８万円１３１万円収入額

５．８％２１．３％７２．４％割合
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割合が６９．６％まで減少する。アルバイトは１６．０％も減少する。それに対し
て奨学金の割合は１０．１％と増加する。奨学金の割合は初めて二桁に到達す
ることとなる。

２０１０年なると仕送りの減少と奨学金の増加が更に進む。
学生の年間収入（１９９万円　学費含む）において、家庭からの仕送りの割
合は６１．７％に減少し、アルバイトの割合は１５．４％に減少する。それに対し
て、奨学金の割合は２０．３％になっている。２００２年からのわずか８年間で２
倍の数値まで上昇した。
最新の調査で明らかになっているのは２０１４年までだが、収入の割合は

２０１０年とほとんど変わらず、仕送り・アルバイト・奨学金の値が順に
６０．６％、１６．３％、２０．３％となっている。

このように、１９９０年から２０１０年までの過去２０年間で学生の収入に占める
奨学金の割合は約４倍まで増加している。一方で、仕送りの割合の低下は
１０％以上である。こうしたデータから、全体的な傾向として、学生の収入
における親の役割が低下しつつあることが確認出来る。そして、仕送りに
代わって奨学金が有力な手段として学生の収入に浸透していることがわか
る。

図７　２００２年　学生の年間収入の内訳

奨学金アルバイト学生の収入

３１万円３４万円１４４万円収入額

１０．１％１６．０％６９．６％割合

図８　２０１０年　学生の年間収入の内訳

奨学金アルバイト仕送り 

４０万円３２万円１１９万円収入額

２０．３％１５．４％６１．７％割合
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「親負担主義」から学費負担の学生化へ
これまで、奨学金制度が拡充したこと、大学の授業料が上昇したこと、

そうしたことを背景に、従来まで学費を支払ってきた親の役割が低下しつ
つあり、学生の収入の内訳に変化が生じていることを確認した。
ところで我が国の奨学金は卒業後に借りた本人が返す必要のある借金で

ある。そのため、広く奨学金を利用が増えるということは、それだけ将来
に返済が必要な人が増えるということである。
従来までの親による学費負担は、親が飲み代・タバコ代などの遊興娯楽

費を削ったり、将来のために蓄えた預貯金を斬り崩すなどして、進学前に
学費を調達する方式だった。学費を調達する主体は親で、学資の調達時期
は進学前だった。
それに対し、奨学金による学費の負担は学生本人の名義で日本学生支援

機構から奨学金を借りて、大学卒業後２０年間に渡って働きながら返すとい
う方式をとる。学資を調達する主体は学生本人で、在学中に学資を調達し
ているが、実際には利用した分の奨学金分を調達しているのは、卒業後２０
年間に渡る後払いによってである。
奨学金の利用は、学生本人に将来にわたって、在学中に利用した分の奨

学金を負担させる性格を帯びている。学生本人が学費負担の主体となって
いるのだ。
このように、奨学金制度の改変・拡充や学費の高騰、親の低所得化に伴っ

て、学生自身がアルバイトや奨学金で学費を負担する主体として立ち現れ
てくる状態を、学費負担の学生化と呼びたい。奨学金は経済的に貧しい学
生の救済制度であるため、奨学金を利用しているかいないかは、必然的に
所得階層によって差が生じる。学費負担の学生化は低所得層を中心に起こ
りうる、リスクの高い学費負担のあり方である。
図９のように、奨学金は所得が高いほど受給率は下がる。反対に所得が

５００万円以下の学生は７割以上が奨学金を利用していることになる。
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奨学金の利用には階層差があるため、奨学金を利用する階層は返済につ
きまとうリスクを抱えやすくなる。反対に、利用しないで済む層はリスク
を抱えない。奨学金制度の利用を軸にして、階層によってリスクが集中す
る構造ができてしまっている。

４　奨学金の延滞
返済総額の高額化
学費負担が学生化することによるリスクの一つとして奨学金の延滞が挙

げられる。JASSO年報（２０１４）によれば、２０１４年には延滞債権のうち８４９５
件に対して裁判所を通じた支払督促がなされ、内３２０件に対して返済総額
の全額返済を求める強制執行がなされている。
奨学金の延滞を生む背景には、学費負担の学生本人化を支える、有利子

奨学金制度の拡充に大きな要因がある。
「きぼう２１プラン」によって、有利子奨学金制度が拡充された結果、従来
までの奨学金では利用できなかったような高額の借り入れが可能になっ
た。

図９　所得別奨学金の利用割合（日本学生支援機構奨学金以外を含む）
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例えば、第一種奨学金であれば、最高利用月額は私立・自宅外の６４０００円
が最高であった。しかし、第二種奨学金では、６４０００円以上の借り入れが可
能なものが月額８万円、１０万、１２万円と３種類も用意されている。

利用月額が増えるということは、その分返済総額も増えることになる。
しかも、第二種奨学金の場合、利息がついているため、借りた分以上の金
額を返さなければならない。そうすると、第二種奨学金の８万円以上の奨
学金を利用した場合、これまで最高額だった私立・自宅外の返済総額３０７万
円を、大きく上回る金額を返す必要が出てくる。

 

図１　奨学金の利用月額（再掲）
※日本学生支援機構HPより筆者作成

第二種奨学金条件第一種奨学金条件

月額　　３００００円⑤選択月額　　４５０００円①国立・自宅

月額　　５００００円⑥選択月額　　５１０００円②国立・自宅外

月額　　８００００円⑦選択月額　　５４０００円③私立・自宅

月額　１０００００円⑧選択月額　　６４０００円④私立・自宅外

月額　１２００００円⑨選択月額　　３００００円共通
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延滞の震源地としての第二種奨学金
こうした第二種奨学金は奨学金の延滞の震源地となっている。
JASSO年報によると、２００５年時点で奨学金を延滞している者は第一種奨

学金が１８万人だった。それに対し、第二種奨学金は８．１万人である。しか
し、第二種奨学金は２００５年から右肩上がりで上昇を続け、２０１０年には第一
種奨学金の延滞者と、第二種奨学金の延滞者の数が逆転し、第一種が１６．３
万人で、第二種が１７．８万人となる。
２０１４年には第一種奨学金の延滞者はが１３．５万人にまで減少する。その一
方、第二種奨学金の延滞者は１９．３万人にまで増加している。
 

図１１　奨学金返還早見表（利息は３％として計算）

※日本学生支援機構HPより筆者作成

返済終了年年齢返済年数月額返済総額

３６歳１４年１万２８５７円２１６万００００円①

３７歳１５年１万３６００円２４４万８０００円②

３７歳１５年１万４４００円２５９万２０００円③

４０歳１８年１万４２２２円３０７万２０００円④

３５歳１３年１万１３００円１７６万２０００円⑤

３７歳１５年１万７０００円３０２万００００円⑥

４０歳１８年２万１５００円５１６万８０００円⑦

４２歳２０年２万７０００円６４６万００００円⑧

４２歳２０年３万２３００円７７５万１０００円⑨
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「返したくても返せない」奨学金
こうした延滞のリスクを利用者本人の努力で避ける難しい。そもそも奨

学金を借りること自体が、経済的リスクに脆弱な階層の出身であることを
意味している。そのため、奨学金の滞納を起こしてしまっても、周囲に支
援してくれる他者がいる可能性が低い。経済的に脆弱であればあるほど、
在学中の奨学金の利用額は増えざるをえず、その結果、卒業の返済が困難
にならざるをえない。延滞の危機に陥ったとき、奨学金利用者本人の努力
では延滞の可能性を減らす余地は、ほとんど残っていない。
経済的リスクに脆弱な返済者が奨学金を返せなくなる構図は、ほとんど

「不可能の強要」に近い構図である。経済的に貧しいために多額の奨学金を
利用する→返済総額が増える→毎月の返済負担が過重になる→滞納に陥
る。制度上救済されるべきものが、反対にリスクをどんどん背負う構造に
なっている。
返済の救済策として、返還猶予制度があるがこれは上限年数が１０年間と
決まっていて、その期間を過ぎてしまえば返済が再開される。そのあとは
所得が上がらなくても、猶予制度は使えなくなる。

図１２　奨学金の延滞者数　推移
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※JASSO年報より筆者作成
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延滞をすれば年率５％の延滞金も付与される。そして、延滞後９ヶ月を
過ぎると裁判所を通じた督促がなされる。もしここで何もしなければ、裁
判はそのまま進行して、最終的に強制執行が言い渡される。その場合、こ
れまでの未納分の金額ではなく、借りた奨学金全額と延滞金分を合わせた
金額を一括で返済することが求められる。２０１４年ではそうした強制執行が
３２０件あったとされている。
そもそも奨学金は追い立てられれば返せるものなのか。
奨学金の延滞者に関する属性調査によれば、２０１４年には奨学金を３ヶ月

以上延滞している者が１７万人だった。そのうちの約８割が年収３００万円以
下の低所得層であった。返したくても返せない層の返済者が延滞をしてい
ることがわかる。
年収３００万円以下が多いのは延滞者だけではない。同調査からは、２０１４

年の延滞をしていない返済者でも約５５％が年収３００万円以下であると明ら
かになっている。これは、奨学金の返済者２７０万人中、約１４０万人が返済困
難予備軍として返済をしていることを意味する。
返済者の経済状況を見ると返せるだけの余裕がない返済者像が浮かんで

くる。延滞のリスクにさらされる返済者たちは、本人の自己責任能力の無
さによってリスクを負っているわけではない。むしろ、奨学金制度の仕組
みや、学費負担を支える構造的な要因の変化によって、リスクに脆弱な階
層の学生や返済者にリスクが集中する構造に放り込まれているのだ。
本来ならば学生の可能性を伸ばし、開かせるためはずの教育制度によっ

て、むしろ学生の将来がリスクに晒され、不平等を固定しまう問題を、日
本の大学制度は抱えてしまっている。

さいごに
「親負担主義」のルールが崩れ、低所得層を中心に学生が学費負担の主体
になる動きを確認した。親に重すぎる負担がかかれば、そのツケは子であ
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る学生に回ってくる。ツケが回れば、子は他の学生たちよりも不利な条件
に置かれることになる。不利な条件に置かれたら、様々なリスクに対して
脆弱になる。リスクに対して脆弱になれば、何らかの問題を引き起こす可
能性が高くなる。学費負担や奨学金制度を通じて起きている現象は、こう
した構図の出来事だ。
そもそも我が国の奨学金は奨学金と呼んでいいものなのだろうか。貸与

型奨学金というのは、正確に言えばローンである。本来、奨学金は給付型
のものを指す。公的経済支援策がローン型の奨学金しかないところに、我
が国で学ぶ若者にとっての悲劇がある。
また、奨学金は学費との関係で考えられなければならない。学費が高す

ぎる我が国において、（貸与型であれ給付型であれ）奨学金制度だけをもっ
て学生の経済的支援を充実させるのは難しい。これからの奨学金のあり方
を考えるためには、奨学金制度のみを考えるだけではなく、高等教育の低
授業料政策や漸進的な無償化という大きな政策的方向性の中で奨学金を位
置付けないことには、いまある奨学金制度を根本的に変革させることは難
しいのではないか。
現在、給付型奨学金創設の議論が活発になっている。住民税が非課税の

世帯の学生を対象に、月額３万円を基本額として給付する案が出ている。
平成３０年度以降は、２万人以上を給付の対象とすることが話し合われてい
るようだ。
こうした給付型の奨学金の誕生は歓迎したい。願わくば、将来的に大規

模化・拡充がなされ、現在の奨学金制度を凌駕するだけの大きな奨学金制
度になって欲しいと思う。そして、大学に通うために在学中にローンを利
用し、将来的に大きなリスクを背負うような学生が一人でも減って欲し
い。
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